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「DXの対応は待った無し」
中小宅建業者の業務効率化

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただ今ご紹介に授かりました。全宅管理東京支部長の岩崎でございます。
この度全宅連不動産総合研究所よりお話しを頂戴し、少しでもお役に立てればと思いお引き受けいたしました。
この機会を頂戴したことに心より、感謝と御礼を申し上げます。

今日は全宅連の会員向け企画という事で、お聞きになっておられる方々は不動産のプロの方ばかりです。
なので、不動産に関する専門知識の話しをするつもりはありません。�あくまでも不動産DXとして、日々業務を行ううえで我々の助けになる物、また時代の変化と共にユーザー心理も変わってきていることから、しっかりとしたユーザー対策を行い、選別されたときに振り落とされず、最後まで生き残るためのDX活用についてのお話しをさせて頂こうと思います。

さてDXとは何でしょう？
解っているからそんな話しはいいよ！と言われる方も多数いらっしゃる事と思いますが、その歴史等をお話しさせて頂きますので、お復習いのつもりでお聞き頂ければと思います。



自己紹介
 1951年（昭和26年） 東京中野区生まれ、練馬区育ち。
 1977年（昭和52年）株式会社大蔵屋入社（マンション分譲と仲介担当）
 1986年（昭和61年） ラビットホームズ株式会社を設立し独立

設立当初は中古マンションのリノベーション販売を主たる業務としていた
が兄弟が商社勤務であった為、転勤者の留守宅管理（通称：リロケーショ
ン）も並行して行う
バブル崩壊を機に管理業務を事業主体とし、リロケーション専門の管理会
社へ業態を変更

 1992年（平成４年）大改正された借地借家法（50年ぶりの改正）により、
この時から「期限付借家権」を積極活用

 2000年3月（平成12年）定期借家権が創設されてからは、賃貸契約の9割
以上を定期借家契約とする、しかし住宅での普及率は未だに5％程度しか普
及していない
（2007年国交省調査）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
私の自己紹介などはどうでも良い話しですが、不動産DXを語るうえで、過去の経緯を少しご理解頂いた方が解りやすいかと思うので、少しお話しさせて頂きます。

私の会社はバブル崩壊でかなり痛い思いをしたこともあり、リノベーション主体の買取転売からリロケーションという転勤されるサラリーマンの留守宅管理を主軸とするように業態を大幅に変えてきました。

しかしお客様を獲得するための大手企業の様なパイプもなく、バブル崩壊で資金も失ってしまったことから多額の広告宣伝費もかけられず、思いついたのがホームページによる集客です。
サーバーのレンタル費用は係るものの、そんなものは月額数千円です。

そこでサーバーを借り、大手のホームページを参考に、見よう見まねで大手に負けないホームページを作成しました。
大手企業のホームページは、「不動産に関する物なら何でもやります。そして詳しくはお電話ください。」と言った物が多く、ホームページはお客様に電話をかけさせる目的で作られた物が多くありました。

そこで私が考えたのが、業務内容を詳しく記載し、調べ物をしているお客様は電話で確認しなくても殆どのことが解るようにホームージの内容を変えて行きました。
そして友人がログ解析の会社をやっていたことからそのシステムを使って調べたところ、売買・仲介から賃貸・コンサルタント・リフォームなど、ありとあらゆるジャンルがある中で、ホームページを訪れる顧客の何と8割以上の人が転勤時の留守宅管理。�通称：リロケーションのページを見に来ていることが解りました。
そこで殆ど誰も見に来ないページをそぎ落とし、リロケーションのページを厚くして無料の賃料査定ページを作ったところ、ここに自宅の賃料査定を依頼する方がどんどん増えて、手が追いつかずに断るほどの反響がありました。当時電話で依頼せず、ホームページ上でそんなことをやっている会社は他に無かったんですね。

これが成功した結果、当社の集客比率はホームページから入ってくる方が95％以上となり、今現在でも集客の主軸は殆ど変わっておりません。
顧客の動向を見つつ、既存の価値観や枠組みを根底から覆すような革新的なイノベーションをもたらすもの、実はこれが不動産DXの原点だと私は思っております。


経済産業省は2018年に、日本企業がDXを進める動きを加速すべく、「デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイドライン）」を発表しましたが、政府の思惑通りには企業のDXは進んでいないのが現状です。
これは企業がどこから手を付けたら良いかが解らず、若しくはDXを進めて本当に成果が出るのか？疑問視しているからだと思われます。

これらを踏まえたうえで、不動産DXについて考えてみましょう。






大きな変化があった歴史の背景①
（不動産DXを考える前に過去の歴史を見てみましょう）

1.不動産業界を取り巻く情報開示方法の変化
①住宅情報誌の発刊（業者情報・新聞広告 → 住宅情報誌へ）

1976年（昭和51年）、リクルートの「住宅情報」創刊によって顧客の情報入手手段が大幅に変化。
不動産業者から情報を得なくても情報誌で探せる環境が整備された。
これにより不動産業者側での情報コントロールがやりにくくなる一方で顧客は多方面の情報を業者
に頼ることなく入手可能な環境が整備された。

②大手不動産会社の仲介業参入

1978年、東急の仲介「青い空」の名称で大手不動産会社が個人仲介に本格参入、その後住友不動産販売、
三井不動産販売も個人仲介の分野に参入し、多店舗展開でシェアを競い合う仲介戦国時代が始まる。
それまで守られていた職域、大手は開発分譲、中堅は個人仲介と建売、地場の中小零細は賃貸という暗黙の
住み分けが 一気に崩れる。

大手の個人仲介参入によって住宅情報誌への掲載物件数も一気に増え、住宅情報誌の業界への影響力が強く
なる。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
デジタル機器を使った新たな取り組み（今で言うDX）はその時時で繰り返し行われており、時代が変わるとまた新しいものが出てくるといったことの繰り返しで現在に至っています。
それでは近代の不動産業界を取り巻く環境がどのように変わってきたか見て行きましょう。

私がこの業界に入った昭和52年当時は、その前年に創刊した住宅情報はまだそれ程浸透しておらず、顧客が情報を得るのはチラシか不動産会社からの情報に限られていました。
とっても荒っぽかった時代なので、売り物件を仕入れしてきて図面を書く際に、「価格のところだけは鉛筆で書け」と言われて鉛筆で書いていました。

まだパソコンが無い時代なので、図面作成は手書きか切り貼りでした。�そして価格変更があった際に図面そのものを書き直さなくて良いように、価格のところだけは鉛筆で書くのだと私は思っていました。
しかし実は、その辺りを探している顧客を持っている営業が、価格のところを高い値段に書き直して紹介し、その高い価格で決まったら仕入れた価格で買い取り、そして高い価格で販売するという、買取再販を同時進行で進める当時のビジネスモデルでした。
今では同時進行の取引は禁止されて行われていませんが、極端な話し隣同士の応接間で、片方で仕入れ契約、片方で販売契約を行うわけです。
当時のトップ営業マンは皆やっていた手法ですが、このスライドにもあるように住宅情報誌が普及して不動産を買おうと考えている人が皆見るようになると相場観が出來、また大手不動産会社が流通部門を強化して各沿線に店舗展開するようになるとこの様な同時進行の買取再販は不可能となり、現在のようなリノベーションを施して売る現代版買取再販に移行してきました。

そしてこの辺りから大手は開発分譲、中堅は建売や売買仲介、中小零細は賃貸という風に「分野調整法」という法律で守られていた暗黙のルールが崩れ、大手が多店舗展開で売買仲介に手を出し、また数多くの店舗を出したことから地場産業の賃貸にまで手を出すようになりました。

それが今の現状で、我々中小零細はいかにして自分のエリアを守るか？大手の侵略を阻止するか？といった対大手との戦いとなっています。



大きな変化があった歴史の背景②
（不動産DXを考える前に過去の歴史を見てみましょう）

③コンピュータオンラインシステムの普及
1981年（昭和56年）に東京カンテイが電話回線を使った
オンラインの「マンション価格査定システム」の提供を
開始し、1983年にはリクルートが住宅情報オンラインネット
ワーク（通称：JON）サービスを開始。
これが通信回線を使った情報流通システムの草創期となる。

2.インターネットの急速な普及
①パソコン通信「PC-VAN」

私がラビットホームズ株式会社を立ち上げた1986年、NECがパソコン
通信サービス「PC-VAN」（現在のBIGLOBE）をスタートさせ、翌年に
は富士通が同様のサービス「Nifty Serve」をスタート。
手紙や電話・FAX以外の新しい通信手段を使えるようになる。

②業界内統一の不動産流通機構「首都圏レインズ」スタート
バブル経済崩壊直前の1990年、それまで各団体ごとだった流通機構が統一
され、「首都圏レインズ」としてスタート。
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（参考画像）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
大手が売買仲介に乗りだしてくるとそれに必要なツールという物も自然に現れてきます。
私の記憶の中に鮮明に残っているのが東京カンテイの価格最低システムです。
少し分厚いアタッシュケースのような硬くて黒い鞄を開けると、中には機械と共に受話器を置くカプラーが付いており、これをお客様の家に持って行き「ちょっとお電話お借りします」と言ってカプラーに受話器を当ててダイヤルすると、ズーピーズーピー、ピュルピュルピュルといって電話がつながり査定が出来るシステムです。
いきなりこんな物を出されると当時のお客様は「世の中こんなに進んでいるのね」と言って驚いた物でした。
この利用料は確か月額15万円ほどだった様な記憶があります。

そして私が自分の会社を立ち上げた1986年になると、NECがパソコン通信「PC-VAN」のサービスをスタートさせ、翌年には富士通が「Nifty Serve」という同様のサービスを開始しました。
これが私にとってはとても有りがたい物で、リロケーションをやっていると物件の所有者は海外居住者です。
時差の関係で電話するには夜中まで起きていたりして大変だったのが、このパソコン通信の開始によって新しいビジネススタイルが始まった気がしていました。（これが電子メールの原型です）
そして1990年には各団体の流通機構が統一され、首都圏レインズがスタートして、アメリカのMLS（マルティプルリスティングサービス）と同じような物件データベースが誕生しました。



大きな変化があった歴史の背景③
（不動産DXを考える前に過去の歴史を見てみましょう）

③インターネット元年（1996年）
Windows95がリリースされ、インターネットが一気にブレーク
した年で、インターネット元年と言っても良いようなことが
この年に沢山起っています。
・Yahooが日本語検索サービスを開始
・不動産流通近代化センターがホームページ開設
・アドパークがサービス開始を発表（会員募集は翌年）
・ラビットホームズ株式会社ホームページ開設
何といってもこの年の一番大きな流れはYahooの日本語検索でしょう。
これで一気にインターネットがブレークしていきます。
翌1997年にはHOME’Sがサービス提供を開始し、アットホームもタッチパネ
ルによる物件検索システム「アットホームNAVI」のサービスを開始、現在
の東日本レインズがスタートしたのも1997年でした。
ここから先2000年までは、インターネットサービスが続々リリースされ、
ISIZE.com・アットホームオンラインウェブ・IP型レインズ、FRKがYahoo
に物件情報の提供を開始したのも1999年でした。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
いろいろな技術革新はそれぞれの業界によってそれぞれのトランスフォーメーションを生み出しますが、パソコン業界では1995年にOSはかつてのWindows3.1のDOS-VからWindows95となり、全く新しく使いやすいものに変わりました。�このWindows95になってから一気にパソコンなるものが普及し、それに伴ってインターネットの利用も広がりました。

私にとってのパソコンは、1985年1月に発売された沖電気のOKI IF800モデル60を購入してから始まります。
OSにはMS-DOSを使用した5インチフロッピー２基と10MBの内蔵固定ディスク１基を搭載するモデルでしたが、当時の価格で50万円ぐらいしてとても高かった記憶があります。
当時私は一つの営業所を任されており、これを使って所属団体から毎月送られてくる取引事例を各沿線・各駅に別けて毎月打ち込み、暫くしてある程度のデータが貯まると、沿線・駅の取引件数に応じた人員を投下することによって一気に業績がアップしました。�これに対して「お前の営業所はどうやって業績を伸ばした？」と言われたときに「営業秘密です」と言った記憶があります。
当時は「パソコンなんか使って何が出来るんだ！」と言われていた時代で、営業所にパソコンを導入したいと言ったら相手にもして貰えなかった記憶があります。
なので仕方なく自分で買ったのですが、会社を辞めるときになったら、「そのデータは置いていけ！」と言われて困ったのを覚えています。�これもデータベースの活用と言うことでこの時期のDXといって良い出来事でしょう。




大きな変化があった歴史の背景④
（不動産DXを考える前に過去の歴史を見てみましょう）

④情報収集方法の変化

インターネットが普及する以前、ユーザーの不動産情報入手手段は「チラ
シ」や「住宅情報誌」及び営業担当者からの情報が主でした。
情報を流す側も、チラシや住宅情報誌にかなりの費用を投入し、またその効
果もありました。
しかし時代はチラシ・新聞広告 → 住宅情報誌 → 不動産ポータルと変化し
昨今のインターネット時代になってからは、住宅情報誌がその役目を終え、
不動産ポータルをはじめとするデジタル情報が主流となってきています。
2021年1月29日に総務省が発表した「通信利用動向調査」によると、日本
全国のインターネット利用者の割合は89.8%で、その内スマートフォン利用
者が68.3％となり、パソコン利用者を大きく上回っています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
スライドにもあるように、総務省が発表した2020年のインターネット普及率は個人の場合で89.8％
その内スマートフォンが68.3％となってパソコン利用者よりも、スマートフォンでインターネットに繋いでいる人の方が多くなっています。
この辺りを考えると、パソコンでホームページを作って集客する時代もそろそろ終わりに近いのかも知れません。
物件を案内する際も昔は駅などで待ち合わせをするか、車で自宅まで迎えに行って案内したものですが、最近では皆スマートフォン一つでピンポイントで物件を探してきます。
その辺りを理解しておくと、スマートフォン用のサイトにいかに力を入れる必要が有るかが解ります。
これも時代の変化に対応する技術革新で、まさにデジタルトランスフォーメンションとなります。

余談：当時の住宅情報は一行の出向料が平均で5,000円、新築マンションなどのカラーページになると1ページ100万円？
        つまり全ページが有料広告で読売住宅が撤退してからは完全な独占状態なので、リクルートにはかなりの利益が転がり込んだでしょう。
        しかも全ページ広告で成り立っているにもかかわらず、これが有料で売られていたという恐ろしい時代でした。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これは総務省が2020年に発表したインターネットの利用に関する調査結果ですが、パソコン利用者は2019年と変わらず伸びていませんが、スマートフォン利用者は5％程増えています。

興味深いのは、最近はインターネットに繋がるテレビが増えてきたからでしょうか、テレビやゲーム機でインターネットに繋げている人の割合が伸びてきています。



顧客心理の変化を知っておこう
（インターネットの普及によって顧客動向にも大きな変化）

1.情報入手方法の多様化と第三者の目線
①顧客は物件情報の入手のみならず、取引相手の信用情報・担当者評価・口コミ情報

や掲示板での誹謗中傷記事まで、インターネットの普及で今まで入手不可能だった
情報を手に入れることが可能となった。

②自社サイトで発信する情報より、顧客は口コミ情報など第三者の評価を気にする。
③この時点で考えられる究極のSEO対策は、サイトに検索エンジン最適化を施すので

はなく、第三者からの対外的評価を高めることであった。
④第三者からの評価アップはウェブ技術者に出来ることでは無く、サイトオーナーの

「自覚と努力と熱意」に懸かっている。

2.比較検討の手段とその重要性（ネット顧客の特性）
①ネットの顧客は衝動買いをしない。
②徹底した比較検討の末、取引相手（候補）を選別する。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
情報収集が簡単に行えるようになるとユーザー心理も変化し、ホームページに書いてあることよりもネットで流れる評判を気にするようになります。
このころからホームページの作り方も段々と変わり、日々の仕事に汗をかいていることが解るようなホームページでないとユーザー認知を得られないようになって来ます。

いろいろな情報が手に入るようになると人間が次に考えることは「比較検討」です。
集めた情報を並べて自分にとってどっちが良いか長所・短所をよく見て選びます。

我々がやらなければならないことは、「大手と比較されても篩にかけられないこと」
それは何か？と言われても各社それぞれに良さがあるので一概に言えないですが、「大手よりも我々の方が細かいところまで親身になって相談に乗ります」と言ったところをいかに理解して貰えるか？では無いでしょうか。



これからの社会でやるべきこと
（過去の歴史を踏まえたうえでこれからを考えてみよう）

 デジタル社会の実現に向けた重点計画

デジタル社会の姿と、それを実現するために必要な考え方や取組
を示す「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を2021年12月
24日に閣議決定し、目指すべきデジタル社会の実現に向けて、
政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策を明記し、デジタル庁を
始めとする各府省庁が構造改革や個別の施策に取り組み、それを
世界に発信・提言する際の羅針盤となるものです。
と言うことで、政府が本格的にデジタル対策に乗り出しました。
これは脱ハンコ文化の始まりで、我々宅建業界にはＩＴ重説や、
今年５月から宅建業法を改正して実施される電子契約の解禁が直
ぐそこに迫ってきています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
大手不動産会社はＩＴ部門やデジタル対策の専門部署があったりで、既に準備は出来ています。
まだユーザーはデジタル社会での大手の優位性に気が付いていません。

この1～2年でデジタル社会に向けての準備を行えば、大手に劣ることは無いと考えています。
何故なら現場の営業マンは日々忙しく、デジタル社会に対する勉強は然程しておらず、ＩＴ部門に頼っているところがあります。
この点がやり方次第で我々中小零細がユーザーに対して優位性を保てる部分だと思います。



そもそもDXって何だ？
これまでにも何度か出てきたデジタルトランスフォーメーション（通称：ＤＸ）っ
ていったい何のこと？
簡単に説明すると「最新のデジタル技術を駆使した、デジタル化時代に対応するた
めの企業の変革」と言われております。
元々は2004年にスウェーデンの大学教授が提唱した「ITの浸透が、人々の生活を
あらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念のことを言います。
近年では、一般的に「最新のデジタル技術を駆使した、デジタル化時代に対応する
ための企業の変革」という意味合いのビジネス用語として使われています。
2018年には経済産業省が「デジタルトランスフォーメーションを推進するための
ガイドライン（ＤＸ推進ガイドライン）」を発表しました。
不動産業界でも不動産ＤＸとしていろいろな技術が開発され、特にコロナ禍で一気
に不動産ＤＸ関連商品が加速し、何から手を付けたら良いのか？迷ってしまい「結
局何も出来ていない。」というのが現実でしょう。

10

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これまでに何度も何度もＤＸと言う言葉が出てきましたが、このＤＸに対して正しく説明できる人は何人いるでしょう。
雑学として覚えておくと、ユーザーとの会話の中でその知識が生きてくる場面があるかも知れません。

ここに書かれているように、デジタルトランスフォーメーション（通称：ＤＸ）とは、「最新のデジタル技術を駆使した、デジタル化時代に対応するための企業の変革」と言われております。
元々は2004年にスウェーデンの大学教授が提唱した「ITの浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念のことを言います。
それを近年では「デジタル化時代に対応するための企業の変革」という意味のビジネス用語として使われています。

お宅の会社はＤＸに取り組んでいる？等と言った使い方をされます。

2018年に経済産業省がＤＸガイドラインを発表してから一気に変革が進み、不動産業界でも「不動産DX」という言葉も生まれてコロナ禍で一気にデジタル化が進んできました。

なるべく人と会わないようにと言われても、「人と合わなければ仕事の打合せも出来ない」そこで登場するのがデジタル技術です。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
不動産DXの代表的なものはＩＴ重説でしょう。
ここにＩＴ重説に求められる要件という国土交通省不動産業課長通達を表示しました。

ここに書かれているとおり、①双方向でやりとりできるＩＴ環境　②重要事項説明書等の事前送付　③説明の開始前相手方が送付した重要事項説明書を準備していることとＩＴ環境の確認　④宅地建物取引士証を相手方が画面で確認出来ているか？読んで貰ったりして確認すること、これらがＩＴ重説の要件として通知されました。

このＩＴ重説に関しては、2015年（平成27年）8月からスタートし、後のスライドでも出てきますが参加した企業は302社でした。

私はリロケーションという仕事をしていた関係上海外居住者の方との取引が多く、国交省の方にはオフレコでお願いしたいのですが、契約に際して日本に来られないことから、同意を得たうえで重説・契約書をＰＤＦにして送付し、そこに電子署名をして頂くと言うやり方で契約したことが何件か有ります。

そんなことをやっていたのでＩＴ重説社会実験には参加させて頂いて実証実験を行いました。
しかしＩＴ重説とか言っても、書面と捺印は業法で定められているために省く事が出来ずに書類を事前送付するという条件付です。

我々不動産会社にとっては、余計な仕事が増えるため対面で行うより手間暇が掛かります。
それと書面の事前送付とそれを送り返して貰うと言う郵送の時間が必要なため、起算日まであまり日にちが無い取引には使えないし、面倒なアンケートの提出があったりでユーザー側から断られることも多々ありました。

また今では殆ど無くなりましたが、当時はまだまだ光回線が普及しておらず、特に地方にいる方は昔ながらのＡＤＳＬ回線の方もいました。
仮に光回線が導入されていても殆どがベストエフォードという一つの回線を何人かで分け合う形なので、特に大型マンションに住んでいる方などは土曜日日曜日の昼間は回線が不安定になることがありました。

有るときに九州にいる方とＩＴ重説を行ったときですが、事前調査では光回線フレッツ光に加入していますという事で、会社がお休みの日曜日の昼間に契約したことが有りました。
ＩＴ重説を始める前に書類の確認をし、宅建士証の確認もして貰い重要事項説明書に入りました。
暫くすると画面が固まってしまったり、音が飛び飛びになってしまったりと回線が不安定になり、最後には画面が完全に固まってしまったことがありました。
宅建士証の確認までは終わっていたので、画面が固まって以降はパソコンと並行して携帯電話で回線を繋ぎ契約を勧めたことがありました。
回線が不安定になった際のバックアップも慌てずに行えるように準備しておく必要が有ります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここには国交省が考えるＩＴ重説のメリットが謳ってありますが、①③④はその通りだと思いますが、②に関してはＩＴ重説実施の際にはインターネットに接続できるどこかにいて貰う必要が有り、メールと違っていつでも好きなときに送り、好きなときに読む、と言ったことが出来るわけではないので、日程調整に関しては対面で行うのとさして変わらないと思っています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これはＩＴ重説に関する基本的な流れについて説明した図です。
ＩＴ重説実施マニュアルにも掲載されている図で、重説・契約書の作成・送付から、ＩＴ重説が終わって契約関連書類を返送して貰うまでをビジュアル化したものです。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
国土交通省が作成したＩＴ重説実施マニュアルに記載されているＱ＆Ａ集をいくつかご紹介します。
Ｑ1の業法上の位置づけからＱ30迄の抜粋ですが、2017年（平成29年）10月に本格運用されてからのＱ＆Ａです。

Ｑ1のＩＴ重説の業法上の位置づけからＱ2のＩＴ重説をやる際の届出などの手続き、これは本格運用されてからは事前登録などの必要は無くなっています。

Ｑ3ですが、社会実験の際には実施後の報告やアンケートの提出などがありましたが、対面でやるのと同じく、事後報告等の義務はありません。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
Ｑ14は重要事項説明書などの書面をＰＤＦにして送ることは可能か？との問いですが、現時点では業法上不可です。
しかし本年5月以降は電子契約が出来る予定なので、その際には書面交付は必要無くなります。

Ｑ15同意の取得ですが、後々のトラブル防止のため、同意書は取得しておいた方が良いでしょう。
データとして残るメールでの同意でも良いことになっています。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
Ｑ27はＩＴ重説の要件のところでも述べましたが、取引士証の確認が取れていれば相手方との協議のうえ進め方を決める事が出来ます。

Ｑ28はスマートフォンに関してですが、これは可能となっています。
スマートフォンでインターネットを利用している方が全体の68％と言うデータも有るので、画面が小さいことを除けば特に問題は有りません。
スマートフォンでも可能ですか？というこのケースは結構多いです。



ＩＴ重説において行うべきことは以下の5つです。
1. 双方向のやりとりができるIT環境で実施
2. 重要事項説明書などの事前送付
3. 開始前にお客様の重要事項説明書などの準備とIT環境が整っている

か確認
4. 宅建士証をお客様が視認できたことの画面上での確認
5. IT重説の中断

上述の流れをしっかりと踏まえて進めれば、国土交通省のマニュアル上のぞ
ましいと言われるプロセスをきちんとクリアできるので安心してください。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後の質問は身分証明書についてですが、これは保証会社の審査でも同じ事が要求されると思います。

まとめとして五つの守るべき事が書かれています。

双方向のやりとりができるIT環境で実施
重要事項説明書などの事前送付
開始前にお客様の重要事項説明書などの準備とIT環境が整っているか確認
宅建士証をお客様が視認できたことの画面上での確認
IT重説の中断

以上ですが、今年5月からはかなりの部分で手間が無くなる予定です。



※国土交通省ホームページ「宅建業法にかかるITを活用した重要事項説明等に関する取組み」より抜粋
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この図で解るように国土交通省では2015年（平成27年）8月からＩＴ重説の社会実験を始め、宅建業法にかかるITを活用した重要事項説明等に関する取組みを開始しました。�参加企業は当社も含み302社で、2017年1月までに1071件（内売買2件）の取引がありました。
そして3月に行われた検討会の結果、トラブルが殆ど無かった事から同年10月から本格運用となりました。

電子契約に関しては、取引の件数も参加企業も少ないことから、第1回・第2回・第3回と参加募集が行われ、現在305社が社会実験に参加しています。�しかし、検証検討会の結果電子契約の件数が少ないため、現在も継続実施中となっています。
現在継続実施中ではありますが、法改正で本年5月から本格運用が決まっています。




※一般社団法人不動産テック協会が2021年7月16日に公表したデータより抜粋
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
2020年2月以前のコロナ前がオレンジ色、濃いグレーがコロナ禍以降の状況です。
この指標は殆どが大手企業若しくはそれに準ずる企業ですので、中小零細の多い我々の感覚とはすこしズレが有るかと思います。

コロナ前で一番多かったのが、ｅラーニングなどのオンライン教育システムやタスク管理システム・勤怠管理グループウェアやオンラインストレージなど、社内の教育と社内業務の効率化に関するものが殆どです。
次に多かったのは賃貸管理システム、要は不動産情報管理の基幹システムです。

これがコロナ禍以降で見ると、人との接触を避けることが求められたことから、やはりＷｅｂ会議システムの導入が第1位、続いてオーナーアプリやオンライン内見システム。
比較的大きな会社はコロナ禍に入ったら既に電子申込みや電子契約システムの準備をしていることが解ります。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
いよいよ今年5月から法改正により電子契約が行えるようになります。
契約に行かなくても良いことを考えると、顧客は電子契約を望む傾向が出てくるかも知れません。
大手は既に準備が完了していますので、この流れに乗り遅れるとガラパゴス諸島の不動産会社になりかねませんので、必ず準備はしておいた方が良いと思います。

電子契約が可能になると我々不動産会社にとっても契約書を作成してプリント、そして製本・調印という手間から解放され、作業時間や手間が大幅に削減されて仕事が楽になります。
そしてプリントしなくても良くなるので、コピー代や用紙代などの経費削減にもなります。
契約後の関連書類は電子ファイルでの保管となるため、数が多くても紙の資料と違って場所を取りません。

デジタルトランスフォーメーションの最大の目玉は、宅建業法改正による契約関連書類の電子化だと思っていますので、是非皆様も電子契約は業務に取り入れて欲しいと思っております。
私はAdobeシステムのAdobe Signを使っていますが、有料版のアクロバットを使っていればAdobe Signが無料で使えます。
またDropbox Businessを使っていれば、Hallo Signという仕組みを無料で使えます。
こういったソフトに無料で付いてくるサービスが幾つかあるようですが、ちょっと使い方にこつがいるため、事前に署名のテストを行うなど、使えるようになるのに少し時間が掛かるかと思います。

電子契約システムを専門に提供している会社は、世界的シェアを誇るDocuSign、国内シェアNo.1で弁護士.comが運営するクラウドサイン、GMOサイン、NINJA SIGN等が有り、費用は何をするかによって変わりますが基本的なサービスの場合、月額5,000円～10,000円程度かと思います。

全宅連では会員の皆様が使いやすく、そして費用負担もなるべく低く抑えられるような電子契約のシステムを現在開発中と聞いていますので、これは大いに期待したいところです。

コロナ禍において、人との接触をなるべく控えるようにとの政府からの要請により、不動産業界を取り巻くＩＴ環境は大きく変わってきました。
全宅連・ハトマーク支援機構・全宅管理、それぞれに会員がより使いやすい業務支援システムを提供しています。
昨年6月に施工された管理業法にも関連してきますが、全宅管理では管理業務にとても使いやすく、そして安価な不動産管理システム「ReDocS」リドックスを提供しています。
30日間のお試し期間もあるので、管理ソフトをご検討中の方は全宅管理のホームページからお申し込み下さい。
またハトマーク支援機構でも様々な業務支援サービスをい行っていますので、是非ホームページから確認してみてください。

短い時間でより細かい説明は出来ませんでしたが、世の中は大きく変化し、政府のデジタル施策もそして宅建業法も改正された今、我々も大きく変わる必要が有る時代だと思っています。
皆様も是非、無理なく導入できるところから少しづつでもデジタル社会へ踏み込んで行かれることをお薦めし、私の話を終わらせていただきます。

ご静聴下さいまして誠に有難うございました。



21

ご清聴頂き
有難うございました。

短い時間でしたので詳しい話しは出来ず、概念的な話ばかりになってしまいましたが、まずは今現在毎週の
ように開催されている無料のDXセミナーを端から聞いてください。
私は未だに目新しいセミナーがあるとそこから何かを掴もうと週２回ぐらいは何らかのセミナーを聞きま
くっています。
無料セミナーはその後で営業をかけられるのでそれが鬱陶しいですが、無料なのでその点は上手くくぐり抜
けています。
我々を取り巻く環境には数多くのＩＴツールが存在します。
これらのＩＴツールは便利に使う為のもので、使いこなすために時間を取ら
れては仕事量が増えて本末転倒です。
まずは無理なく使えるものから取りかかりましょう。

皆様が不動産DXを活用し
よりよい方向に変革されることを

ご祈念申し上げます。
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